
(３) 消費生活教室

(４) 子ども消費生
活セミナー

(2) 悪質商法被害
未然防止講演会

　横浜シニア大学〔市老人クラブ連合会が各区で開催〕に講師を派遣しました。

・悪質商法のビデオや替歌などで楽しく、記憶に残るように講義を工夫しました。
・回　   数：  １８回 　〔 １８回 〕
・参 加 者： ７９６ 人　〔 １，０５６人〕
・負担金収入： ５４，０００円　〔５４，０００円〕

　よこはま福祉・保健カレッジ（実施主体:健康福祉局・ウィリング横浜）へ参画し、主に福祉関連施設従事者や民生
委員等を対象に､高齢者を悪質商法被害から守るための講義を実施しました。
　
・回　数 ：　１回　   〔 １回〕
・参加者： 　　１０人〔 ２０人〕
・参加費収入：５，０００円〔 １０，０００円〕

　消費者団体等連携推進会議で消費者ニーズを反映したテーマ･講師等の選定を行い、市民を対象に幅広い知
識を提供しました。また７区役所との共催により、地域でも開催し、参加人数の増加につながりました。

・開催回数 ：１２  回　〔１２回〕
・参  加  者：１，４３１　人　〔 １，３２１人〕
・主なテーマ：「インターネットや携帯電話の落とし穴」、「健康食品を過信しないで」、「おとなの食育」、「お葬式の
　基礎知識」ほか

・参加費収入：８０，５００円　〔５５，５００円〕
・《アンケート結果》　「大変よかった」４２％「よかった」４０％

　子どもを対象に消費生活に関する教室を開催。港南区民文化センターひまわりの郷と共催し、「ひまわりサマー
フェスタ」で実施しました。
・開催日：　８月２０日（土）
・会　場：　商品テスト室
・テーマ：　 「いらなくなった保冷剤で芳香剤をつくろう」
・回　 数：　２回　 〔２回〕
・参加者：　７３人　〔４２人〕
・参加費：　無料
　《アンケート結果》「大変よかった」７７％「よかった」１９％

平成23年度 横浜市消費生活総合センター事業報告書

　※〔　　〕内は２2年度実績

事　業　名

Ⅰ　センター運営事業（指定管理事業）

１　消費者教育事業

(1) 出前講座
（講師派遣）

　消費生活推進員、地域ケアプラザ、自治会･町内会、障害者団体、学校等が主催する悪質商法被害防止等の講
演会に講師を派遣しました。（無料）

・回   数：　　７2回　　〔 7３回 〕
・参加者：　３，０７４人〔３，４６２人〕
・クーリング･オフのはがきの書き方実習、クイズ、替歌、寸劇等、講義を工夫し啓発を行いました。
　《アンケート結果》
・「わかりやすく参考になった」８６.８％、「むずかしい部分もあったが､おおむね参考になった」１１.７％

　企業の新入社員研修等へ、悪質商法被害防止等の講義のため講師を派遣しました。（有料）

・回　 数：　      　３回 　〔 ４ 回 〕
・参加者：　  ５５人 　〔１９８人〕
・負担金収入：３６,０００　円　〔４８，０００円〕

　講座で利用するリーフレット「あなたの大切な老後の資金が狙われています!！」を作成しました。（高齢者向け）

・作成部数　　１,５００部

事　業　実　績　等
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（６）食品表示・安
全講座

 

(２） 啓発用ポス
ター・リーフレット

　関東甲信越ブロック（１0都県､6政令市､国民生活センター）悪質商法被害防止共同キャンペーンに参加し、若者
向けポスターとリーフレットを作成・配布しました。

・作成枚数：  リーフレット「悪質商法に負けるな！｣　　　５，０００ 部　〔５，０００部〕
　　　　　　　   ポスター 部「　　　　　同　　上　　　　　｣　　　 　 ２００ 部　　　〔２００部〕
・配 布 先：   市内の高校・大学等

機能活性化事業分

2  消費者啓発事業

（１）新情報紙

　「消費生活情報よこはまくらしナビ」１０月から発行しました。
　９月まで隔月発行であった「よこはまくらしの情報」と消費生活相談月報を統合し、１０月から毎月
発行として「消費生活情報よこはまくらしナビ」にリニューアルしました。

・発行回数：　６回（毎月２５日発行）
・発行部数：　各１０,０００部
・消費生活に関する話題のテーマや情報、商品テスト室情報や相談事例、教室・講座の案内とともに、地域の消費
生活に関する取組みを掲載し、地域に密着し双方向性を図った情報を発信

　　「よこはまくらしの情報」　９月まで発行しました。
　消費生活に関する身近で有益な情報や消費生活に関する法律等の解説をわかりやすく掲載し、区役所、行
政サービスコーナー、地区センター等に配布

・発行回数：　３回　（奇数月５日に発行、５、７、９月）〔６回〕
・発行部数：　各１０，０００部　〔各１０，０００部〕
・話題のテーマや情報を中心に取り上げるとともに、商品テストやくらしのキーワード、消費生活相談に寄せら
れる苦情事例を取り上げ、啓発に役立てました。

　「消費生活相談月報」　９月まで発行しました。
悪質商法の相談事例を中心としてタイムリーな情報を迅速に提供するため、区役所、図書館等に配布

・発行回数：　６回（毎月２０日発行）　〔１２回〕
・発行部数：　各４，２００部〔各４，２００部〕
・相談事例：　屋根工事、不可解な携帯ﾒｰﾙ、ケーブルテレビ、布団クリ―ニング、有料クーポン、和牛預託

（５）簡易テスト教
室

①簡易テスト教室を実施しました。
 消費生活推進員等からの依頼に基づき、食品中の塩分･糖分やハム･ソーセージの発色剤について簡易テストを
実施。内２回は磯子区との共催。
・回　　　数：　５ 回　  〔５回〕
・参加人数：　1４６人　〔４１人〕
・参加費収入：１５，０００円　[１５，０００円]
・《アンケート結果》　「大変よかった」９５％「よかった」５％

②簡易テスト指導教室を実施しました。
・開 催 日：　７月２７日（水）
・対　   象：　消費者教育に携わる小中高の教員向けに実施。
・回   　数：　２回、内容：｢食べ物の着色料で毛糸を染めてみよう｣
・参加人数：2８人　〔２２人〕
・参加費収入：８，４００円[６，６００円]
・《アンケート結果》　「大変よかった」８９％「よかった」１１％

③夏休み子ども簡易テスト教室を実施しました。
港南区民文化センターひまわりの郷と共催し、「ひまわりサマーフェスタ」で子どもを対象の簡易テスト教室を開催
しました。
・開催日： ８月２０日(土）
・対   象：  小･中学生
・回   数：  ２回　[２ 回]
・参加者：  ３８人　〔３７人〕
・参加費収入：なし（無料実施）
・テーマ：手作り乾電池教室
・《アンケート結果》「大変よかった」８８％「よかった」６％
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（４）若者向け啓発
資料の作成、配布

（５）外国籍市民へ
の啓発

（６）電車内、駅貼
り広告等による周
知・啓発
（７）ラッピングバス
による周知・啓発

アクセス件数 更新回数

1，049，992件　[900，222件] ５６回　〔６２回〕

４２，９５７件　[３８，８２４件] １２回　〔１５回〕

センターサポー
ター制度

(３) 消費者被害未
然防止啓発資料
等

　シールを作成、配布しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機能活性化事業分

　リーフレットを作成、配布しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機能活性化事業分

　「はまのタスケ」グッズの作成、配布しました。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機能活性化事業分

 フリーペーパーへ記事を掲載しました。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機能活性化事業分

　消費生活推進員や区役所等が作成する啓発資料等への協力を行いました。　　１７件　〔２２件〕

・区役所や消費生活推進員等が作成する啓発物作成への協力　８件
・国民生活センター、タウン紙、業界紙等への協力　９件

モバイル版 毎月のトピックス等

(2) メールマガジン
配信

　「消費生活ハマメール」
　急増している被害事例や被害の発生の増加が予想される悪質商法の手口、センター事業等を主にパソコンに配
信しました。
　より安全にメール配信を行うため５月に配信会社を変更
・配信回数：　　１８回　 [１２回]
・登録者数：　１２９人　[４０９人]
・毎月２０日発行(１１月からは毎月10日と２５日に発行)

「はまのタスケ・メール」
　新手の悪質商法の手口、増えている消費生活相談事例、身近で役立つ消費生活豆知識など、最新の情報をコ
ンパクトに主に携帯電話に配信しました。
・配信回数：     ５３回　［４０回］
・登録者数：  ５０１人　［３２８人］
・原則毎週金曜日発行

４　センターサポーター制度　（新規）

機能活性化事業分

機能活性化事業分

機能活性化事業分

機能活性化事業分

３　IT関連情報発信事業

(1) ホームページ、
モバイル版ホーム
ページ

　
　　ホームページの刷新と機能強化によって、より見やすく、必要な情報を容易に探し出せるよう、情報提供機能を
高めました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（機能強化事業分を含む）

名称 主な内容

センターホームページ 事業案内、相談事例等

機能活性化事業分
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５　相談事業

（２） 特別相談

⑤神奈川県主催の特別相談と連携して実施しました。

・リフォーム契約トラブル１１０番　　　　  　　　　７月１４日（木）、１５日（金）　　  　８件
・先物・金融商品被害トラブル１１０番　　　　　１０月２７日（木）、２８日（金）　　１１件
・ネット契約トラブル１１０番　　　　　　　　　　 　１１月２４日（木）、２５日（金）　 　５０件
・サイドビジネス商法トラブル１１０番  　　　　  2月９日（木）、１０日（金）　　　   　０件
・賃貸住宅トラブル１１０番　　　　　　　　　　　  ３月８日（木）、９日（金）　　　　   １７件

④「食品表示・安全110番」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機能活性化事業分

・地域ケアプラザなど福祉施設職員との連携による電話相談（ホットライン）　　　６件 [９件]

・メール相談件数：　　　４７３件〔４５１件〕

・外国人相談の支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機能活性化事業分

・法律研修、専門知識研修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機能活性化事業分

・横浜弁護士会に月８回【年９６回】弁護士派遣を依頼。相談員が専門的助言を受けました。
　件　数：　３６7件［３６0件］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（機能活性化事業分を含む）

・国民生活センターの｢全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）｣に相談情報を送信。また同システム
　から情報を収集･分析し、相談処理および被害の未然防止に活用しました。

・相談参考資料の購入　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機能活性化事業分

（１） 消費生活相
談

相談総件数 　　　　　　２４，００７　件　　〔　２３，７４３　件〕

内
訳

電話相談
土　日 　　　　　　　３，２２３　件　　  〔　３，０８５　件〕

面接相談
センター 　　　             ８０９　件　　　   〔　８６９　件 〕

　区役所等 　     　 　　　　　  ５ 　件          　〔　　８　件〕

商品やサービスの契約及び品質・安全性等に関する相談・問合わせに対応しました。
　
・相談受付時間：　平日午前９時から午後６時（正午から午後１時は電話相談のみ）
　　　　　　　　　　　 土日午前９時から午後４時４５分（電話相談のみ）
・相談員体制：　相談員２２名、主任相談員５名
・相談内容は「デジタルコンテンツ」がトップを占めています。
・相談受付件数は、昨年度に比べて１．１％増
・接客対応満足度アンケート調査を平成２４年１月～平成２４年２月に実施しました。話しを良く聞いてくれたか、
　アドバイスは適切であったか等の設問について「満足」「やや満足」が９６．９％
・電話つながり度調査では「１回目でつながった」「２回目でつながった」が合わせて９５．３％
・あっせん解決　　１,９１３件

平　日 　　　　　　１９，９７０　件　　〔　１９，７８１　件〕

①「高齢者被害特別相談」　高齢者の悪質商法被害からの救済を目的にを１４都県市、３団体、国民生活センター
で共同実施し、高齢者からの相談に対応しました。
　
・開催日：９月１４日(水)　１５日(木)　１６日(金)
・件　 数：　６９件　〔３５件〕

②「若者１１０番」　若者を対象に関東甲信越ブロック悪質商法被害防止キャンペーン事業として横浜弁護士会と
共催で実施しました。弁護士会の弁護士が当センターに待機し、相談員に対し困難事案について助言を行いまし
た。

・開催日： １月２６日(木)、２７日(金)
・件　 数： 　１６件　〔１８件〕

③「多重債務者特別相談」　神奈川県主催の多重債務者相談強化キャンペーン201１に共催参加しました。県から
派遣された弁護士等が当センターに待機し実施しました。
　
・開催日： １２月９日（金）
・件　数 ：　３件　[４件]
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(1) 苦情品原因究
明

(２) 共同商品テスト

(３) 情報の発信

（２）会議室無料開
放デー

貸出数

２４７　冊〔２７４冊〕

２５６　巻〔１９９巻〕

(４) 被害未然防止
街頭キャンペーン

　消費者団体､消費生活推進員と連携･協働し、街頭で消費者被害の未然防止に向けた「悪質商法追放街頭キャ
ンペーン」を「正しい計量啓発キャンペーン」と共同で開催しました。

・開催日：３月９日(金)
・会　 場：横浜駅東口　新都市プラザ
・内   容：啓発資料の配布、共同商品テストコーナー、安全・安心コーナー、消費生活相談コーナー、危険･危害情
報コーナー、計量器体験コーナー、悪質商法パネル６枚の展示、簡易テストコーナー
・配布物：啓発ポケットティッシュ等　８,０００個

・消費者団体等の活動支援のため、月１回第3金曜日に会議室を無料で開放しました。また、平成２３年１０月か
ら、月１回第３金曜日の無料開放デーについて予約受付を開始し、さらに１カ月以内で空いている会議室があれ
ば無料で貸出すこととし、より利用しやすいよう、制度の拡充を図りました。

（３）展示･情報資
料室運営

　消費生活に関する図書・資料・ビデオ等の閲覧、貸出、レファレンスサービス等を実施しました。
衣･食･住関係や､悪質商法､環境､経済､行政などの資料､図書及びビデオの収集、閲覧･貸出しを実施
　
・消費生活に関する各種レファレンス（紹介対応）を行いました。
・消費生活推進員等のセンター施設見学に対応し案内を実施　　　　　２３　件　　〔　７　件〕
・消費生活情報の音声訳テープを作成し、貸出し及び県立ライトセンター、市中央図書館に提供９回　〔６回〕
・１月から貸出図書類の郵送による返却の受付を開始しました。

蔵書数

図　書 ３，５２８冊〔３，５０３冊〕

ビデオ、ＤＶＤ ５０５巻〔３７１巻〕

レファレンス等 ８１　件〔１１９件〕

　身近な話題や役立つ情報等を｢消費生活情報よこはまくらしナビ｣に商品テスト室情報として随時掲載しました。

７　消費者団体等連携・支援事業

(１) 施設提供

①会議室の貸出を実施しました。
　消費者団体、学習グループ、団体･企業等に有料で会議室（３室）を提供
　１０月から貸出方法を時間貸しから３時間のコマ貸し（土曜午後のみ４時間）へ変更し、効率化を図りました。

・利用件数：１，１２１件　〔１，０４９件〕
・稼 働 率：４９．０％  　〔４２．９％〕
・利用料金収入：１，５７９，１００円　〔１，３６４，８００円〕

②活動作業室の提供を行いました。
　消費者団体等へロッカー等を貸出しました。

６　商品テスト事業

　消費生活相談に伴う苦情品について、原因究明のための商品テストを実施しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（機能活性化事業分を含む）

・委託検査機関：　国民生活センター、神奈川県技術士会、製品評価技術基盤機構　他
　
・件　数：３７件　〔７２件〕
　（内　訳：　 被服品１６件､住居品９件､住宅工事６件　光熱水関係１件、教養娯楽品１件、保健衛生２件、車両２件）

　身近な商品の使い勝手や性能について消費者目線で使用テストを行いました。品目やテスト内容については消
費者団体等と連携して企画し実施しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（機能活性化事業分を含む）

・参  加  者：　消費生活推進員(１８名）、市消費者団体連絡会会員(７名）　　計２５名
・調査期間：　９月～１２月
・テ　ー　マ:　｢電気ジャー炊飯器を使い比べてみました」
・テスト結果を３月９日の「街頭キャンペーン」でパネル展示。情報紙、ホームページで広く市民に情報提供
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(５) 消費者団体等
連携推進会議

(６) 会議室利用者
懇談会

施設管理

　消費者団体･消費生活推進員と協働して取り組む事業の企画会議を２回開催しました。

・開催日：９月５日(月)、１２月２日(金)
・内   容：　消費生活教室、共同商品テスト、街頭キャンペーン等についての検討

　より使いやすい会議室の運営を目指して利用者との意見交換を実施しました。

・開催日：　１２月２日(金)
・内   容：　利用状況、無料開放デー等について意見交換

８　消費生活総合センター施設管理事業

　消費生活総合センター（ゆめおおおかオフィスタワー4階･5階）の設備管理及び清掃等実施しました。

6



食品表示・安全講座

若者向け啓発資
料の発行

外国籍市民への
啓発

電車内等での広
告による啓発

　食や食品表示に対する正しい知識を啓発するため「食の安全に関する講座」を実施しました。

・開催回数 ：１０  回　〔１０回〕
・参  加  者：５１３人　〔２３１人〕
・主なテーマ：　映画「未来の食卓」上映会、「夏の食中毒予防～ここがポイント!」「健康食品で健康は買えない？
　～誇大表示に注意～」等

消費者被害未然
防止啓発資料

平成２３年度センター機能活性化事業（指定管理事業）

　電車内、駅貼り広告等による周知を行いました。
　市民に広くセンターを周知し、潜在化している相談の掘り起こしを図るため、ラッピングバスの走行開始時期に合わ
せて電車内、駅構内、バス車内に同じデザインのポスターを掲出

・掲載車両/枚数/期間：　横浜市営地下鉄はまりん号車内貸切 　500枚　平成２３年１０月４日より1か月間
　　　　　　　　　　　　　　　　 横浜市営バス全営業所内バス　　900枚　　平成２３年１０月４日より1か月間
                                     相模鉄道ドア横 460枚　　平成２３年１０月４日より1か月間

・掲載場所/期間：　東急青葉台駅、あざみ野駅、長津田駅　平成２３年１０月３日より３週間
　　　　　　　　　　　　　ＪＲ横浜駅、関内駅　平成２３年１０月７日より３週間
　　　　　　　　　　　　　ＪＲ新横浜駅　　　　　平成２３年１０月１０日より３週間

　フリーペーパーへ記事を掲載しました。
　センターの周知を目的に、フリーペーパー「タウンニュース」にセンター紹介の有料記事を掲載

・配布数：　２５０,７５０部
・配布エリア：　港南区、南区、戸塚区、金沢区、中区/西区
・配布時期：　平成２４年1月１９日（木）
・掲載面の仕様：　カラー　サイズ　10.2cm×3段

　「はまのタスケ」グッズの作成、配布しました。
　センターのＰＲにつなげるため、市内の専門学校と協力し連携して当センターのキャラクターである「はまのタスケ」
を利用しグッズを作成、配布

・オリジナル扇子：　１，０００個
　　配布先：　ひまわりの郷サマーフェスタ等イベント参加者、アンケート回答者等
・ボールペン：７,５００本
    配布先：　食の映画上映会や街頭キャンペーン等イベント参加者、各区民まつり消費生活ブース参加者、商品テ
　　　　　　　　スト協力者等

　契約に不慣れな若者を対象に、消費者トラブルの未然防止と被害の早期解決に向けた啓発資料を作成しまし
た。

・若者向け啓発リーフレット「自分は大丈夫！そう思い込んでいませんか？」（Ａ４三つ折）：　８５，０００枚
   配布先：　横浜市内の高等学校の全校生徒、街頭キャンペーン　等

・若者向け啓発リーフレット「自分は大丈夫！そう思い込んでいませんか？」（三角形三つ折）：　２４，０００枚
　配布先：　ＣＤ／ＤＶＤレンタルショップ「ＧＥＯ」横浜市内１２店舗　レンタルエコバックに同封

　「悪質訪問販売お断りシール」を作成、配布しました。
　電話や玄関に貼付して、悪質商法の勧誘時の対応に役立てることを目的に「悪質訪問販売お断りシール」を作
成、配布

・作成部数：　４０，０００部
・配 布 先： 　出前講座、街頭キャンペーン、消費生活教室等で配布

１　消費者教育事業

２　消費者啓発事業

　ホームページに３カ国語でセンター案内、周知のページを新設し、日本語での理解が困難な外国籍市民等に
向け、啓発、周知を図りました。
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ラッピングバスによ
る啓発（新規）

リーフレットの作
成、配布

ホームページの機
能強化

センターサポー
ター制度

消費生活相談

特別相談

苦情品原因究明

 共同商品テスト
　消費者団体等と連携して企画し、共同で商品テストを実施しました。
　調査レベルの向上、精度の向上を目指し、検体や計測器具等を購入しました。

消費生活相談の充実を図るため、体制等の強化を行いました。

・相談受付時間の延長（開始時刻9：30→9：00、終了時刻16：00→18：00）、主任相談員の増員（2名）を図り、併せて
相談員の処遇改善を行っています。
・相談参考資料を購入　（１５８冊）
・横浜弁護士会に弁護士派遣を依頼。来所により、相談員に対して法律の専門的助言を受けました。　　月５回
・通訳ボランティアとの連携による外国語相談の支援　　２件
・相談員を対象に法律研修【年１２回】、専門知識研修【年１２回】　を実施。法律や専門的な知識を深めました。

　苦情相談に対応するため外部機関に原因究明のため試験・調査を委託しました。　　　　５　件

　地域における消費生活情報の提供役としてのセンターサポーター制度の開始準備のため、調整、連絡、視察等
を実施しました。

「食品表示・安全110番」を実施しました。
　関心が高まっている食品表示・食の安全に関する相談に対応するため、農林水産省関東農政局、横浜市
健康福祉局健康安全部の協力を得て「食品表示・安全110番」を実施。
　
・開催日： １１月２９日(火）
・件　数 ：　４　件

５　相談事業

　
　センターの役割や相談時間等を周知するため、センター案内リーフレットを作成、配布しました。
　
　・作成部数：２０，０００部
　・配布先：　出前講座、街頭キャンペーン等で配布

６　商品テスト事業

　より見やすく、必要な情報を容易に探し出せるよう、情報提供機能を高めました。新たに全ページに文字サイズ
切替機能を設置し、高齢者等に配慮しました。また、外国籍市民向けに３カ国語でセンター案内、周知のページを
新設しました。

３　ＩＴ関連情報発信事業

４　センターサポーター制度（新規）

　ラッピングバスによる周知を行いました。
　市内を走るバスをラッピングし、市民に広くセンターを周知し、潜在化している相談の掘り起こしを図りました。

・期間：平成２３年１０月３日～３月３１日（6か月間）
・掲載車両：横浜市営バス１２台、神奈川中央交通バス3台　　合計１５台
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